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1. はじめに 

2015 年 12 月に COP21（国連気候変動枠組み条約第

21 回締約国会議）が開催され，途上国を含むすべての

国が参加するパリ協定が採択された．これにより，今

後ますます温室効果ガス（GHG）の抑制に向けた緩和

策を実効性のあるものにすることが重要になる．その

一方で，地球温暖化の被害に対する適応策の検討も必

要となってきている．適応策評価では，政策実施の有

無に対する被害額の減少分を便益として計測すること

になるが，例えば気候変動に伴う洪水被害額では，現

状の評価にまだ課題があると森杉 1)は指摘している． 

現状の洪水被害評価は，治水経済調査マニュアル 2)

に基づき資産被害額や営業停止などにより求められて

いる．しかし，地球温暖化の洪水被害は継続的な被害

であることから，長期的な投資行動にも影響をもたら

す恐れがあり，それを考慮に入れることが重要と森杉

は述べている．森杉は．恒常的被害として捉えられる

地球温暖化による洪水被害の評価では，資本ストック

損壊による直接被害だけでなく，投資行動が変化して

資本ストック水準が変化することによる経済的影響も

生じることを，シンプルなラムゼイモデルに基づき明

らかとした．しかし，それらが個別の企業にもたらす

影響までは分析できていなかった． 

そこで本研究では森杉が提示したラムゼイモデルを

基に，最適動学 CGE モデルを構築し，改めて森杉の主

張を確認するとともに，資本ストック水準の変化が各

産業にどのような影響をもたらし，それが最終的に家

計にどのような被害を生じさせるかを明らかにする． 

 

2. 最適動学 CGE モデルの水害被害評価 

2.1 最適動学 CGE モデルの全体構成 

 本研究で構築した最適動学 CGEモデルの全体構成は

次のとおりである．モデルには家計，企業，政府，公的

投資部門，民間投資部門が存在し，家計は通時的効用を

最大化する行動をとるものする．企業は複数部門を考

慮し，それぞれ瞬時的費用最小化行動をとるものとす

る．次章でモデルの簡単な定式化を示す． 

 

2.2 最適動学 CGE モデルの定式化 

本モデルの代表家計の通時的効用最大化行動モデル

は以下のように定式化される． 
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ただし，添字 t：時点を表す， t

HU ：家計の直接効用関

数， HT ：家計の総利用可能時間（本モデルでは固定と

する）， tK ：資本ストック， m ：企業利潤，
H ：家計

の直接税額， t

He ：家計の支出水準，
FS ：海外貯蓄（輸

出，輸入のモデル化の際に説明）， tt rw , ：それぞれ賃

金率，利子率，：資本におけるストックとフローの換

算係数， , ：割引率，資本減耗率． 

この最適化問題をハミルトニアンにより解くと，以

下のオイラー方程式および資本蓄積式が導出される． 
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本モデルは，式(2)により動学経路が規定される．た

だし，ここでは簡単化のため定常状態を考える．定常

状態とは時間微分が 0 であることから，式(2)のオイラ

ー方程式と資本蓄積式から以下の条件式が求められる． 

  tr  (3a) 
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式(3a)は純投資が生じるかのバランス式，式(3b)は純投

資がゼロのときの財市場の均衡条件を表している． 

 式(3b)から求められる支出水準によって，家計は各

個別財の消費量を決定する．ただし，それらは通常の

静学 CGE モデルと同じように階層的ツリー構造によ

る支出最小化行動として定式化されるため，紙面の都

合上その定式化を示すことは割愛する． 
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 企業は瞬時的最小化行動をとるものとするが，これ

も静学 CGE モデルと同様であることから定式化を示

すことは割愛したい． 

 

2.3 EV による水害被害額の計測 

以上のラムゼイモデルに基づき，洪水被害の計測を

行う．地球温暖化に伴う洪水被害は，通常の洪水とは

異なり，恒常的に生じている洪水がより深刻化するも

のとして扱う必要がある．これを森杉は資本減耗率の

変化によって表現している．そこで，地球温暖化に伴

う洪水被害の増大によって，資本減耗率が 0 から 1 に

変化したとする．このとき，年間の不便益は以下のよ

うな定常状態における年間支出水準の変化で表される． 
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ただし，添字 0，1：それぞれ地球温暖化被害なし，地

球温暖化被害ありを表す． 

式(4)の支出水準変化は，効用水準変化に式展開でき，

さらに効用水準変化は家計の財消費の消費者余剰変化，

所得変化（企業利潤変化を含む）に分解される．企業利

潤変化も求めると，生産者余剰と消費者余剰の変化分

が相殺され，EV は最終的に以下のようになる． 

     KddKEV  (5) 

式(5)の第 2 項は，資本減耗率の変化による資本ストッ

ク額の減少分であることから，これは直接被害額を表

すといえる．これに加えて，第 1 項の資本ストック変

化による被害の生じることがわかる．  

 

3. 山梨県における洪水被害評価 

3.1 直接被害額の設定 

本最適動学 CGE モデルを計算するためには，直接被

害額を設定する必要があるが，これは水害統計調査 3)

から得られる過去 9 年間の山梨県における洪水の平均

直接被害額 1,479 百万円/年を用いた．また，地球温暖

化が深刻化した場合の直接被害の増加額は 1,183 百万

円/年とした．現在の資本減耗率 0 を 9.0%とし，そし

てこの地球温暖化による直接被害の増加額より，地球

温暖化被害ありの資本減耗率 1 は 9.0172%となる． 

 

3.2 最適動学 CGE モデルによる計測結果 

 計算にあたっては，現状が定常状態であると想定す 

 

図-1 産業別生産量変化量 

 

る．そのため，現状の産業連関データにおいて民間投

資額が現在の資本ストック減耗額と一致するように修

正したデータセットを作成し，それによりモデルのパ

ラメータ推定を行った．さらに，時間選好率  を 4.0%

として，最適動学 CGE モデルを計算した結果を示す． 

洪水は資本ストックの損壊により財価格を上昇させ，

需要を減少させる結果として得られる産業別生産量変

化を図-1 に示した．電気機械部門の生産量が最も減少

している．山梨県では電気機械の生産量が最も多く，

当該産業が大きな影響を受けることがわかる．また，

EV は 1,466 百万円/年となり直接被害増加額との比率

（乗数）は 1.239 となった．森杉 1)は，全国を対象に，

シンプルなラムゼイモデルにより乗数を計算している．

その結果は，平均で 1.45 であった．本研究結果との違

いは，森杉が生産関数を AKY  （AK モデル）として

いることや，対象地域の差異によるものと思われる． 

 

4. おわりに 

 本研究は洪水被害に着目した地球温暖化の影響を

計測するための最適動学 CGE モデルを構築した．そ

して，山梨県を対象に地球温暖化に伴いどのような

洪水被害がどの程度生じるのかを明らかにした． 

今後は，洪水リスク低減のための適応策の評価を

行っていく必要がある．さらに，COP21 で定めたわ

が国の GHG の削減目標を達成するためには，どのよ

うな緩和策が有効なのかも明らかにしたい． 
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